
年金と経済　Vol. 35　No. 1

38

p. 38

国名 台湾

公的年金の体系

被保険者
（◎強制△任意×非加入）

・◎軍人（軍人保険）
・◎公務員（公立学校教職員を含む。以下同じ）（公務員教職員保険）
・◎私立学校教職員（同）
・◎15歳以上65歳未満の労働者（労働者保険）
・◎上記以外の25歳以上65歳未満の者（国民年金）
・×外国人（ただし，公私立学校教職員，民間企業の労働者は加入可）

保険料率 ・軍人（軍人保険）　8％
・公務員（公務員教職員保険）　8.83％
・私立学校教職員（公務員教職員保険）　8.83％
・労働者（労働者保険）　9％
・上記以外の者（国民年金）　8％

支給開始年齢 ・退役時（軍人保険）
・55歳（公務員教職員保険）
・60歳（労働者保険）
・65歳（上記以外の者）

給付の構造 ・軍人（軍人保険）
　　一時金　被保険者期間により最高で月給45か月分
・公務員，私立学校教職員（公務員教職員保険）
　　一時金　被保険者期間により最高で月給42か月分
　　�年金　　退職前10年間の平均賃金　×　被保険者期間　×　給付乗率（基本給付

乗率0.75％）
・労働者（労働者保険）
　　以下の計算式のうち，受給額が高いほうで算定される。
　　①平均標準報酬月額　×　被保険者期間　×　0.775％　＋　3,000元
　　②平均標準報酬月額　×　被保険者期間　×　1.55％
・上記以外の者（国民年金）
　　以下の計算式のうち，受給額が高いほうで算定される。
　　①納付済保険料　×　被保険者期間　×　0.65　＋　3,000元
　　②納付済保険料　×　被保険者期間　×　1.3％

所得再分配 すべての制度にあり

公的年金の財政方式 ・賦課方式（軍人保険）
・事前積立方式と賦課方式の混合方式（公務員教職員保険）
・同（労働者保険）
・修正賦課方式（国民年金）

国庫負担 ・軍人（軍人保険）　65％
・公務員（公務員教職員保険）　65％
・私立学校教職員（公務員教職員保険）　32.5％
・労働者（労働者保険）　10％
・上記以外の者（国民年金）　40％

年金制度における最低保障 ・給与５か月分（軍人保険）
・3,000元（労働者保険）
・3,000元（国民年金）

無年金者への措置 公的扶助（社会救助）や各種社会手当（中低收入老人生活津貼等）で対応

公的年金と私的年金 軍人，公務員，私立学校教職員及び労働者には強制加入の退職金あり

国民への個人年金情報の提
供

あり

軍人保険
（一時金）

国民年金労働者保険
公務員教職員保険
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台湾の年金制度

� 根岸忠（高知県立大学文化学部准教授）

１．制度の特色

　台湾の年金は，被用者保険と住民保険からなり，

被用者保険は職業別の総合保険となっている。すな

わち，軍人，公務員，教職員及び民間企業の労働者

という被用者別の制度と自営業者や農民等が加入す

る制度に大きく２分される。また，これら職業別の

被用者保険は，かつては医療，年金，労災及び失業

という各種保険事故に対し給付を行う総合保険の形

式をとっていた。

　軍人には一時金のみ，公務員及び教職員には年金

と一時金が，それ以外の者には年金が支給される。

とりわけ，軍人，公務員及び教員は「軍公教」と呼

ばれ，給付面でかなりの程度優遇されている（こう

した軍公教への優遇措置（「軍公教福利」）は強い批

判の対象となってきた）。

２．沿革

　戦後，我が国が台湾から撤退した後，国共内戦に

敗れ中国大陸から移ってきた国民政府は，本省人（日

本統治以前から台湾に居住していた者）と激しく対

立した結果，戒厳令を敷き，白色テロと呼ばれる弾

圧を行う一方で，自らの支持基盤であった外省人（戦

後中国大陸各地から国民政府とともにやってきた

者）を取り込もうとした。本省人の多くが母語とし

ていた台湾語を話すことができない外省人は，台湾

での商売に従事することができず，その多くが軍人，

公務員及び教員となった。ゆえに，国民政府は，自

らの支持基盤として，これら３者を優遇する政策を

とることとなる。

　台湾の年金制度は1950年に軍人及び労働者に対す

る制度（軍人保険，労働者保険（勞工保險））が創設

されたことにはじまる。軍人を除く，公立学校の教

職員を含む公務員のための制度（公務員保険（公務

人員保險））は，1958年に作られた。先述したように，

この時期の台湾は戒厳令下にあり，政府は，住民を

抑圧する一方で，大陸反攻を掲げる国民政府の支持

層（軍人，公務員（公立学校の教職員を含む）），経

済発展を遂げる上で重要な役割を担う民間企業の労

働者に対し，職業別の社会保険制度に加入させるこ

ととした。

　その後，台湾経済は驚異的な成長を遂げ，従来10

人以上の労働者を使用する事業場を適用対象として

いた労働者保険は，1979年にその適用対象を５人以

上に拡大し，さらに，1980年には，従前労働者保険

の任意加入者としていた私立学校の教職員につき，

私立学校教職員保険を創設し，強制加入とした。

　1987年に至って38年にわたる戒厳令が解除された。

国会議員である立法委員や総統等は住民による直接

選挙で選出され，国会である立法院や地方議会の選

挙では有権者からの支持を得るため，無年金者への

所得保障の充実が公約として掲げられるようになっ

た。くわえて，初の民選総統となった李登輝政権末

期の1999年に，私立学校教職員を公務員保険の被保

険者としたため，現行の公務員教職員保険（公教人

員保險）と改称された。

　2000年に台湾初の政権交代を成し遂げた民進党の

陳水扁政権は，いずれの公的年金の対象とはならな

い者を対象とする国民年金法の早期成立を目指した

が，立法院の過半数が国民党の立法委員で占められ

ていたため，当該法案はなかなか成立しなかった。

しかし，陳政権末期の2007年に同法が制定され，

2008年から施行されている。

　2008年に政権の奪還をはたした国民党の馬英九政

権は，従来一時金が支給されていたことから，老後

の所得保障制度としては不十分であった労働者保険

の改正に取りかかり，翌2009年より年金が支給され

ることとなった。さらに，同保険の保険財政の安定

化から，60歳から65歳に段階的に受給開始年齢を引

き上げることにくわえ，保険料の引き上げも行った。

また，労働者保険と国民年金の被保険者期間の通算

をできるようにした。労働者保険に続き，2014年に

は公務員教職員保険を改正し，給付の年金化を行っ

た。

３．制度体系の概要

　台湾の公的年金は，軍人が加入する軍人保険，公

務員や公私立学校の教職員が加入する公務員教職員

保険，及び５人以上の労働者を雇用する民間企業の

労働者が加入する労働者保険，上記の被用者保険の

対象とならない25歳以上の自営業者等が対象となる
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国民年金から構成される。ただし，労働者保険は，

職業別組合（職業工會）に加入している自営業者（自

營作業者）等も被保険者となる。被用者保険はいず

れも総合型社会保険である（業務外の病気やけがを

理由とする医療給付は，1995年に全住民を対象とす

る全民健康保険が実施され，さらに，労働者保険の

み失業給付が存在したが，2002年に当該給付が就業

保険として分離独立した結果，現在すべての被用者

保険は労災給付及び年金給付のみを支給している）。

軍人保険以外の制度は昨今の改正により，いずれも

年金を支給するようになったことから，老後の所得

保障機能が強化された。

　また，被用者保険の被保険者には，２階部分とし

て強制加入による労働者退職金（勞工退休金）等の

退職金制度が存在するため，農民等の国民年金の被

保険者と老後の所得保障に大きな格差が生じている。

　これら４つの制度のうち，労働者保険の規模がも

っとも大きく（2015年12月現在被保険者数1,000万

人），ついで国民年金がつづく（同350万人）。

４．給付算定方式，スライド方式

　軍人保険の退役給付（退伍給付）は一時金であり，

被保険者期間５年未満の者には月給５か月分，被保

険者期間が５年以上の者には最高で45か月分が支給

される。

　公務員教職員保険の養老給付は，被保険者期間15

年以上かつ55歳以上で退職した者に支給される。養

老給付には，一時金である一次養老給付（被保険者

期間により最高で月給42か月分）と年金である養老

年金給付（退職前10年間の平均賃金　×　被保険者

期間　×　給付乗率（基本給付乗率0.75％））がある。

　労働者保険の老年給付は，被保険者期間15年以上

かつ60歳以上の者に支給される。ただし，当該期間

が15年未満の者には一時金が支給される。

　以下の計算式のうち，受給額が高いほうで算定さ

れる。

　①平均標準報酬月額（被保険者期間のうち，もっ

とも標準報酬月額が高かった60か月の平均額）　

×　被保険者期間　×　0.775％　＋　3,000元

　②平均標準報酬月額　×　被保険者期間　×　

1.55％

　国民年金の老齢年金は，被保険者期間を有する65

歳以上の者に支給される。

　以下の計算式のうち，受給額が高いほうで算定さ

れる。

　①納付済保険料　×　被保険者期間　×　0.65　

＋　3,000元

　②納付済保険料　×　被保険者期間　×　1.3％

５．負担，財源

　軍人保険の保険料は報酬月額の８％相当額であり，

被保険者が35％，国が65％を負担する。

　公務員教職員保険の保険料は報酬月額の8.83％相

当額であり，公務員（公立学校教職員を含む）の場

合は，被保険者が35％，国が65％，私立学校教職員

の場合は，被保険者が35％，国及び事業主が32.5％

ずつ負担する。

　労働者保険の保険料は標準報酬月額の９％であり，

被保険者が20％，事業主が70％，国が10％を負担す

る。

　国民年金の保険料は保険料月額（18,282元）の８％

であり，当該額がすべての被保険者に適用されるた

め，事実上の定額負担である。被保険者が60％，国

が40％を負担するが，低所得者にはさらに公費負担

がなされる。

６．財政方式，積立金の管理運用

　軍人保険は，法律上積立金を有することになって

いるが，実際には保有していないため，賦課方式に

より実施されている。

　公務員教職員保険は，事前積立方式と賦課方式の

混合方式をとっており，台湾銀行が積立金の管理運

用を行っている。

　労働者保険も，事前積立方式と賦課方式の混合方

式をとっており，労働部労働基金運用局が積立金の

管理運用を行っている。

　国民年金は，一定の積立金を有するが賦課方式に

より運用されているので，修正賦課方式である。衛

生福利部から委託を受けた労働部労働基金運用局が

積立金の管理運用を行っている。

７．制度の企画・運営体制

　各制度により，保険者が異なる。

　軍人保険は国防部，公務員教職員保険は考試院人
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事部（銓敘部），労働者保険は労働部労働者保険局（勞

工保險局）が保険者となる。国民年金は，衛生福利

部が制度設計及び法令の解釈を行うが，実際の事務

は労働部労働者保険局に委託されているため，当該

保険局が保険者となっている。

８．最近の議論や検討の動向・課題

　　（今後の見通し，評価を含む）

　老齢給付の受給開始年齢につき，公務員や教職員

は55歳，労働者は60歳，農民など国民年金の被保険

者は65歳であるが，今後高齢化が急速に進む見通し

であり（2015年末で高齢化率は12.51％），受給開始

年齢の引き上げは急務である。労働者保険の被保険

者の受給開始年齢を段階的に引き上げているが，公

務員や教職員については手つかずの状態である。

　くわえて，労働者保険は，現在のままでは2018年

には保険料収入だけでは保険給付をまかなうことが

できない状況となり，2027年には制度が破たんする

とされているため，できるだけ早い対応が必要とな

っている。

　今年１月に行われた総統，立法院の同時選挙では，

立法院では民進党の単独過半数となり，次期総統に

は民進党所属の蔡英文が選出された。蔡次期総統は，

政権発足後，専門家や各界の代表からなる国家年金

改革委員会や国是会議で議論を行い，税財源による

基礎年金制度を発足させるか否か等を検討し，遅く

とも１年以内に結論を出すとの方針である。

　国是会議という重要な会議を開き，住民の合意を

得る形で年金改革を進めたいのだろうが，歴代の政

権が取り組もうとしても大胆な改革はできなかった

ことから，蔡次期総統の手腕が試されることになろ

う。




